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指導を行うことは、その社会資源として価
値の高い活動であり、この事業を通して健
康運動教室やレクリエーションスポーツイ
ベント等のノウハウを蓄積し、事業終了後
には自主運営による教室やイベントを実施
できるノウハウを身につけることがまさに
目的としていることである。
　しかし、全国の多くの総合型クラブが財
源や人材の確保を課題として挙げているよ
うに、この３年間の事業を実践したノウハ
ウにより自主運営の教室やイベントの開催
は可能だとしても、継続した事業実施のた
めの組織自体の継続した運営も大きな課題
であり、その支援方策についてもこの事業
と同時に並行して実施していくことが必要
である。
　そこで本研究では、平成26年度から３年
間実施した「地域健康力アップ推進事業」
における課題と総合型クラブに対する支援
の中核となる広域スポーツセンターにおけ
る課題を整理し、総合型クラブの自立した
運営を支援するための方策を改めて検討す
ることを目的とする。
２．方法
⑴　平成26〜28年度に実施された沖縄県
「地域健康力アップ推進事業」の事業報
告から、課題を抽出する。
⑵　平成28年度広域SC事業報告から広域
SCの課題を抽出する。
⑶　上記⑴、⑵で抽出し整理した課題から、
今後の総合型クラブに対する広域SCの
支援方策を検討する。
３．結果
⑴　平成26〜28年度「地域健康力アップ推
進事業」の課題
　「地域健康力アップ推進事業」の報告書
は、毎年度の内容に大きな差はないが、課
題の項目に違いが見られるため、報告書に
記載されている課題を類似した課題ごとに
分類する。その結果、以下の「①人材・指
導者」「②財源」「③広報」「④プログラム」
「⑤その他」に５つに分類することができ
た。（事業報告書から課題のみ抜粋した）
①人材・指導者
平
成
26
年
度
教 室 ・指導者が不足している
事業全体
・指導者の育成、プログラム開発
・運営管理分の労力の過小評価
・効果測定の時間や手間の過小評価
平
成
27
年
度
教 室
・資格取得した指導者が実践を積
み、良い指導力を身につけるよ
うになること
・指導者やクラブの情報交換によ
る運営・指導のスキルアップ
イベント
・長期的な行動変容につながって
いることを確認することが必要
平
成
28
年
度
イベント
・運営スタッフ内の情報及びスキ
ルの共有
→イベントの規模が大きく、運
営に携わるスタッフも多くな
るため、スタッフ内の情報及
びスキルの共有は必須となっ
てくる。また、既存の他イベ
ントから運営ノウハウの勉強
機会等も必要ではないか
②財源
平
成
26
年
度
教 室
・受益者（参加者）負担のみでは事
業収支がとれない可能性が高い
イベント
・受益者（参加者）負担のみでは事
業収支がとれない可能性が高い
平
成
27
年
度
教 室
・自治体や公民館（区）などにおけ
る介護予防事業として採択され
るように、自治体担当者に認め
てもらい、予算を確保すること
・事業費を確保することで、事務
スタッフの充実などを図る。ま
た、地域での認知度向上にもつ
なげ、クラブの運営力を高める
こと
・収益性の向上、自立・自走のた
めの事業の組み立て（商業ベー
スに乗ることで生じるメリッ
ト、デメリットを踏まえた検討
も必要）
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平
成
28
年
度
教 室
・自治体や他団体との連携
→自治体を活用した広報や地域
の企業・団体と連携すること
で、今までにない参加者層に
アプローチが可能になる。ま
た、地域での認知度向上につ
ながることで、総合型クラブ
活動の活性化を図ることがで
きる
③広報
平
成
26
年
度
教 室 ・効果についてPRが不足している
イベント ・県外からの誘客が図れていない
事業全体 ・準備期間・広報期間の不足
平
成
27
年
度
教 室
・参加者に対して、実施内容につ
いて事前に正しい情報提供を
図った上で参加してもらうよう
にすること（参加者の募集方法）
・自治体の国保や企業健保との連
携により、事業費と参加者の確
保を図るために、自治体や企業
へのPR・周知が課題である
イベント
・全国各地のクラブからの参加を
得ることが目標であり、そのた
めの呼びかけ方、事業内容の絞
り込みについて、さらに検討が
必要である
・日体協メルマガや全国地域SC
ネットなどを通した情報発信
は、多数のクラブが参加可能な
事業で、かつ、主催者側も単独
クラブでないことが望ましいこ
とから、これに合致した事業と
していくことを検討する必要が
ある
・全国地域SC会議は５月開催で
あることから、この際に事業の
PRを行なったり、全国のクラブ
のニーズを聞き出す必要もある
・県内クラブに呼びかけをして
も、参加が得られなかったこと
から、県内クラブが協力して行
うという雰囲気づくりが課題で
ある
平
成
28
年
度
教 室
・男性の参加者や働き盛り世代の
参加者へのアプローチ
→男性の参加者が参加しやすく
なるプログラム内容・キャッ
チコピーの働き盛り世代も参
加しやすい開催時間の検討等
が必要。また企業等とのタイ
アップも必要になってくるの
ではないか
平
成
28
年
度
イベント
・自治体や他団体及び企業との連携
→県内各地の自治体を活用した
広報を行うことで、より県民
に行き届いた広報を実施でき
る。また、他団体及び企業と
の連携を図ることで、イベン
トのクオリティやサービスの
向上を促す
・県外参加者誘致に向けた取り組み
→県外の参加者向けの魅力ある
プログラムの開発だけでな
く、県外への広報PRの時期
を考慮したスケジュール管理
が必要となってくる
・イベントの広報PRスキルの向上
→イベントの広報ノウハウを習
得する機会を設けることで、
より充実した広報の実施が可
能になるのではないか
事業全体
・男性及び働き盛り世代を取り組
む工夫
→男性の参加者が参加しやすく
なるプログラム内容・キャッ
チコピーの働き盛り世代も参
加しやすい開催時間の検討等
が必要。また企業等とのタイ
アップも必要になってくるの
ではないか
・広報についてのスキルアップ
→広報についてのノウハウを習
得する機会を設けることでよ
り充実した広報の実施が可能
になるのではないか。また、
各自治体との連携を図り、広
報誌などを活用した広報の方
法を検討する必要がある
④プログラム
平
成
26
年
度
教 室
・プログラムの具体的な進め方が
確立していない（指導者の経験
によるところも大きい）
・参加者意欲向上の取り組みが不
十分である
・行動変容に至っていることを確
認することが必要
イベント
・運動をあまりしていない人に運
動をするきっかけづくりには至
らなかった
平
成
27
年
度
教 室
・参加料無料のため参加者の意識
も高くない方も少なくないこと
が予想されたが、参加率向上の
ためにプログラムや指導方法な
どを改善していくこと
イベント
・屋外イベントプログラムの荒天
時対応
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平
成
28
年
度
教 室
・教室終了後の参加者へのフォ
ローアップ
→参加者へのフォローアップを
行うことで参加者の健康意識
の維持及び継続的な総合型ク
ラブ事業への参加を促すこと
ができる
イベント
・運営体制の改善
→総合型クラブ内でのミーティ
ングや運営シミュレーション
だけでなく、イベント運営ノ
ウハウ等の勉強機会が必要で
はないか
事業全体
・総合型クラブの自走化
→イベント・教室の運営ノウハ
ウを蓄積し、総合型クラブの
武器となる事業を創出するこ
とで、総合型クラブの自走化
を促すことができると考える
⑤その他
平
成
27
年
度
教 室
・２年間で応募クラブが限られて
おり、実施できたのも４クラブ
にとどまっている。県内クラブ
の活性化と事業の展開に課題が
ある
平
成
28
年
度
教 室
・他総合型クラブとの情報交換
→他総合型クラブとの情報交換
を行い、教室運営や広報のノ
ウハウの共有を図ることで、
総合型クラブの運営力向上を
促すことができる
イベント
・地域の他団体との連携や地域企
業との連携
→地域を活用したイベントのた
め、地域の他団体や企業と連
携することで、円滑なイベン
ト実施が可能である。また地
域との連携を取ることで、地
域に根ざしたイベントとして
位置付けることができ、地域
の活性化を促すことができる
事業全体
・総合型クラブの運営力の向上
→他総合型クラブとの情報交換
を行い、教室運営や広報のノ
ウハウの共有を図ることで、
総合型クラブのノウハウを学
ぶ機会を設けることで、総合
型クラブが向上すると考えら
れる
⑵　広域SCの事業報告から得られた総合
型クラブの課題
　平成28年度沖縄県広域SCの事業報告に
おいて以下の３点の課題が報告されてい
る。（事業報告書から課題を一部抜粋した）
これらの課題は、①を「（ⅰ）総合型クラ
ブの自立に向けた経営支援」、②を「（ⅱ）
ステークホルダーとなる地域関係団体との
連携」、③を「（ⅲ）認知度向上に向けた普
及啓発活動」と読み取れることができる。
①本県の総合型クラブは、totoの助成支援を受
けて設立したクラブが、63クラブ中59クラ
ブあり、その内、13クラブが２年間の創設
支援を受けたが、設立に至らず、助成支援
が途切れると自立できなくなる現状がある。
さらに、現在、助成支援継続中のクラブが
５クラブあり、助成支援終了後、自立が危
ぶまれることからクラブの経営面を重点的
にフォローアップする必要がある。
②総合型クラブと市町村及び市町村のスポー
ツ推進委員、レクリエーション協会など、
関連するスポーツ関係者との連携の強化を
推進する必要がある。
③スポーツ推進計画には大学の総合型クラブ
創設が掲げられているが、本年度、２大学
において、本県クラブの活動を紹介すると
ともに、クラブのイベント情報等を配信し、
普及啓発活動に努めた。しかし、大学での
認知度は、まだ低く、今後継続した普及啓
発活動を積極的に取り組む必要がある。
⑶　広域SCによる総合型クラブへの支援
方策の検討
　⑴平成26〜28年度「地域健康力アップ推
進事業」では、課題を①人材・指導者、②
財源、③広報、④プログラム、⑤その他の
５つに分類することができた。また、⑵沖
縄県広域SCにおける課題を「（ⅰ）総合型
クラブの自立に向けた経営支援」「（ⅱ）ス
テークホルダーとなる地域関係団体との連
携」「（ⅲ）認知度向上に向けた普及啓発活
動」の３つに整理することができた。それ
らの課題から、広域SCによる総合型クラ
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ブへの主な支援は以下の３つにまとめるこ
とができる。
＜広域SCによる総合型クラブへの主な支援＞
主な支援 課　　題
①教育機関と連携した
人材育成
①人材・指導者
（ⅰ）総合型クラブの
自立に向けた経営
支援
②行政・民間企業等と
の連携・協働を促進
②財源、④プログラム、
⑤その他
（ⅱ）ステークホル
ダーとなる地域関
係団体との連携
③認知度向上のための
広報
③広報
（ⅲ）認知度向上に向
けた普及啓発活動
　また、沖縄県広域SCの平成28年度事業
は、「企画運営委員会」「クラブ支援訪問事
業」「総合型クラブ担当者会議」「総合型ク
ラブ研修会」「大学連携」「先進県視察」で
あり、上記３点の主な支援と平成28年度の
事業を基に、広域SCによる総合型クラブ
への支援方策案を図１のように示した。
①教育機関と連携した人材育成
　これまでの広域SCによる支援は、総合
型クラブに対しては経営に関する助言、市
町村行政に対しては総合型クラブとの連携
や協働に対する助言を中心に行っていた
が、総合型クラブは運営スタッフや指導者
が不足していることを課題と挙げている。
そのため、人材を養成・確保するための支
援が必要となってくる。広域SCは、これ
までも総合型クラブ関係者を対象とした研
修会やクラブマネジメント資格取得のため
の講習会を開催してきたが、それでもなお
人材不足の課題は解決していないことがわ
かる。その理由としては、それらの研修会
や講習会が総合型クラブ関係者を対象とし
ていることであり、今後は総合型クラブに
関わっていない人材の養成が必要となって
くる。
　そこで、将来、総合型クラブに関わる人
材として期待する大学生や専門学校生を対
象に経営や指導者としての人材養成として
行うことを提案する。教育機関と連携しな
図１　沖縄県広域SCによる総合型クラブへの支援方策案
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がら人材の育成を行うことで、専門的知識
を幅広く学ぶことができ、さらには認知度
の低い総合型クラブを比較的若い時期に理
解することができる。現在、広域SCは大
学の講義において総合型クラブの紹介等の
普及活動を行っているに留まっているが、
今後は人材育成のための仕組みづくりの一
つとして教育機関と連携することを検討す
る必要がある。
　また、総合型クラブに関わる人材を養成
するためには大学生や専門学校生等にのみ
対象を絞るのではなく、総合型クラブ関係
者をはじめ、その他の興味・関心を持つ人
材を含めた幅広い対象者を想定すること
で、より多くの人材が総合型クラブに関わ
ることが期待できるため、広域SCとして
はそれらの視点も視野に入れながら教育機
関との連携を図る必要性がある。
②行政・民間企業等との連携・協働を促進
　また、総合型クラブの自立には財政面の
課題が非常に大きい。「地域健康力アップ
推進事業」を通して教室やイベントの運営
に関するノウハウを身につけたクラブにお
いては、それを継続していくために市町村
行政から保健事業等を受託することも視野
に入れることが重要である。総合型クラブ
が教室やイベント事業等のみで利益を上
げ、活動を継続していくことが望ましいが、
有償・フルタイムで働くスタッフを雇用す
ることが難しい総合型クラブが多い現状の
中で、そのような活動ができる総合型クラ
ブがごく少数に限られる。そのため、市町
村行政がこれまでに実施している保健事業
の教室や他団体・企業に委託している事業
等を総合型クラブが受託することで、活動
を継続的に実施することが可能となる。そ
のためには、総合型クラブが地域住民に対
する質の高いプログラムを提供し続けるこ
とが重要であり、市町村行政から地域住民
に対して価値の高いサービスを提供してい
ると認められる必要がある。また、市町村
行政による総合型クラブへの理解も非常に
重要なポイントである。総合型クラブを所
管している部署の多くは教育委員会やス
ポーツを管轄している部署であり、その他
の部署の職員の多くは総合型クラブを理解
していない、もしくは認知すらしていない
場合も多い。また、活動歴が長い総合型ク
ラブやスタッフの中に行政との繋がりのあ
る人材がいる総合型クラブにおいては、事
業の受託に関する相談は比較的容易に行う
ことが可能な場合もあるが、ほとんどの総
合型クラブがそのような経験や関係性が無
い場合が多い。そのため、広域SCにおい
ては、市町村行政に対して総合型クラブの
理解を広げ深めるための支援を行っていく
必要性がある。
　さらに、市町村行政のみならず民間企業
との連携・協働も自主運営を行っていく上
では、新たな魅力ある事業を創出する可能
性を秘めている。例えば、民間企業によっ
てはスポーツ施設や調理室、会議室等を有
している場合もあり、それらの施設を活用
することで活動場所を確保することがで
き、公共体育施設では実施できないプログ
ラムを創り出すことも可能になる。さらに
は、地域住民のニーズにあった民間企業の
商品を活用したプログラムの実施等も考え
得ることもできる。民間企業にとっても、
プログラムの企画から集客、事業の実施を
総合型クラブが行うことで、労力を削減す
ることができ、お互いにとってメリットの
ある活動ができる。このように、民間企業
と連携・協力した事業を総合型クラブが実
施していくことで、新たな魅力あるプログ
ラムづくりが可能となり、総合型クラブに
とっては一つの武器になるはずである。そ
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のため、総合型クラブに興味・関心のある
民間企業に対して、総合型クラブとの連携・
協働を図るための理解を促進する支援を行
うことも必要になってくる。
　また、他総合型クラブとの連携・協働を
図ることも今後の活動を広げていくには有
効的である。各総合型クラブが有している
資源（人材、施設・用具等）は限られてい
るため、お互いの有している資源を相互に
活用することで、活動の幅を広げることが
できる。さらに、お互いの有している運営
ノウハウ等の情報交換を行うことで、効率
的な教室・イベント運営が可能になること
も考えられる。このように、総合型クラブ
間の連携・協働は活動の幅を広げ、自立し
ていくためには有効的であるが、そのネッ
トワークは限定的であるのが現状である。
現在、総合型クラブ同士のネットワークで
ある連絡協議会が発足しているが、その会
に加盟している総合型クラブは少なく、会
に所属していない総合型クラブは他の総合
型クラブとのネットワークを構築できない
状況である。そのため、広域SCにおいては、
これらの総合型クラブ間のネットワーク化
を図り、お互いの資源活用や運営ノウハウ
の情報交換等を行える機会を創出できるよ
うな支援を行っていくことが必要となって
くる。
③認知度向上のための広報
　沖縄県においては、過去にも県の広報誌
や広報番組を通して総合型クラブの啓発を
行ってきた経緯があるが、単発的であった
ため、その効果は非常に限定的であった。
「県民の体力・スポーツに関する意識調査
報告書」（2018）によると、総合型クラブ
を知らなかった人は77.9％にも上り、多く
の沖縄県民がその存在を知らないのが現状
であり、今後は積極的かつ継続した広報活
動が必要である。
　地域の社会資源として期待されている総
合型クラブの存在を広く知ってもらうため
には、総合型クラブの数が増え、各地で継
続した活動を行なっていくことが必要であ
るが、それと同時に、総合型クラブという
存在を知ってもらうための広報活動も必要
である。しかし、総合型クラブは地域住民
に対して教室やイベント事業の集客のため
の広報が中心であるため、事業によっては
対象を限定することもある。そのため、総
合型クラブは活動対象地域における広報活
動を続けると同時に、広域SCは全県的な
広報活動を行うといったように、役割を分
けながら継続した広報活動が必要である。
　また、幅広い広報活動には、総合型クラ
ブが実施する教室やイベントへの参加者を
増やすことと同時に、運営スタッフに興味・
関心を持つ人材の発掘にも繋がる可能性が
ある。そのため、総合型クラブの認知度を
高め、スタッフや指導者として関わる人材
を発掘することを視野に入れた広報戦略も
必要となってくるも重要な視点である。し
かしながら、広報にかかる予算は非常に莫
大であることから、容易にTVやCM、新
聞等で広報することはできないのが大きな
課題である。そのため、無料で使用できる
SNS等を利用した広報活動も視野に入れ
る必要がある。
４．まとめ
　平成26〜28年度「地域健康力アップ推進
事業」と広域SCの事業報告から、広域SC
による総合型クラブへの支援方策を「①教
育機関と連携した人材育成」、「②行政・民
間企業等との連携・協働を促進」、「③認知
度向上のための広報」の３点を中心に提案
することができた。しかしながら、広域
SCにおいても人材や予算の限界から、こ
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の支援方策を具体的に実施することは容易
ではないことも理解することが必要であ
る。総合型クラブだけでなく、支援する側
の広域SCにおいても多様な課題を抱えて
いるのが現状であり、実現可能な課題解決
を図りながら、総合型クラブも広域SCも
成長していく必要性がある。
　しかしながら、第２期スポーツ基本計画
において、総合型クラブを取り巻く環境
は大幅に変化していくことが予想されて
いる。広域SCによる支援方策については、
それらの環境の変化に対応しつつも、中長
期的な目標を立てながら実施していくこと
が求められており、総合型クラブの継続的
な活動を支援していくためにも、多様な社
会的動向を注視しつつ検討することが重要
である。
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